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はじめに 

昨今のスマートフォンの急速な普及などにより、携帯電話の加入者数は現在約１億 3000 万加

入を超え、今や我が国の人口を超えているなど、技術革新等により無線通信システムは飛躍的に

発展し、国民生活に浸透している。また、東日本大震災等の経験を踏まえ、災害時における無線

通信の重要性・有用性が改めて認識されるなど、国民生活において電波は、公共性が高く、欠くこ

とのできない社会インフラとなっている。 

更に、電波を利用するシステムは、近年の急速な技術革新に伴い、環境、物流、交通等の様々

な分野において活用されてきており、今後も様々な社会的課題を解決し、新たなイノベーションを

加速化する上でより一層重要な役割を担うものとして期待されている。 

近い将来には、第４世代移動通信システムの実用化や、ビッグデータを活用する新サービスを

実現する ICT インフラとして期待されているスマートメーターや M２M システムといった新しいデータ

通信システムの進展などが見込まれている。 

このような中、次期（平成 26～28 年度）における電波利用料の見直しに当たっては、我が国の

成長を支える上で電波が果たす役割の重要性や、電波が持つ公共性を考慮することが重要であ

る。また、同時に、電波利用料が、電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の

目的として行う事務の処理に要する費用を、その受益者である無線局免許人が公平に負担する

ものであるという現行制度の趣旨を十分に踏まえることも必要である。 

電波利用料制度については、これらの様々な観点から検討を行い、無線局免許人等の理解を

得ながら見直しの方向性を取りまとめる必要がある。 

 

以上の点を踏まえ、次期の電波利用料制度の見直しについて、主に以下の考え方により検討

を行い、本報告書をまとめたものである。 

   ◇平成 25 年度に追加された使途の平成 26 年度以降の歳出増が見込まれる中、電波利用共

益事務について、既存の使途の効率化等による歳出規模の抑制 

   ◇スマートメーターや M２M などの新しい無線システムの普及促進に資するため、携帯電話等の

無線局への新しい料額体系の導入 

   ◇技術革新等に伴い、様々な無線システムの利用範囲が急速に拡大していること等を踏まえた

軽減措置の在り方の検証 
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第１章 電波利用料制度の概要 

１ 電波利用料制度の概要 

電波利用料制度は、電波監視等の電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を

直接の目的として行う事務の処理に要する費用（電波利用共益費用）を、その受益者である

無線局免許人が公平に分担する制度として、平成５年度に導入されたものである。 

電波利用料は３年を１期間として、その期間に必要と見込まれる電波利用共益費用を、同

期間中に見込まれる無線局で負担するものとして、電波法附則第 14 項1に基づき、３年毎に見

直しを行い、各無線システムの特性や無線局数等を勘案して必要な料額を決定し、電波法に

定めている。 

また、電波利用料の使途は、電波法に限定列挙されており、現在、不法電波の監視、総合

無線局監理システムの構築・運用、電波資源拡大のための研究開発など全部で 12 の使途が

電波法第 103 条の２第４項第１号～第 12 号にそれぞれ規定されている。 

 

 

 

                                            
1 電波法附則（抄） 

14  政府は、少なくとも三年ごとに、第百三条の二の規定の施行状況について電波利用料の

適正性の確保の観点から検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとする。 

図表 １ 電波利用料制度の概要 
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２ 電波利用料制度の見直しの経緯 

電波利用料制度は、無線通信技術や無線局の利用形態の多様化・高度化等の状況変化

に適切に対応したものとするため、電波法により、少なくとも３年ごとに制度の施行状況につい

て電波利用料の適正性の確保の観点から検討を加え、必要があると認められるときは、その

結果に基づいて所要の措置を講ずるものと定められている。 

このため、平成５年の電波利用料制度の導入以降、これまで３年に１回を基本として、技術

試験や研究開発、地上デジタルテレビジョン放送への移行対策等、その時々の電波の利用状

況等に応じて、電波の適正な利用を確保するために必要とされる事務を使途として定めるとと

もに、料額の見直しを行ってきた。 

料額の見直しについては、平成８年に主に携帯電話及びテレビジョン放送、平成 11 年には

主に PHS 基地局の電波利用料の料額の値下げ、平成 17 年には、電波の経済的価値に係る

要素等を勘案した料額及び国民の生命財産、身体の安全及び財産の保護に寄与する無線

局等の電波利用料を軽減する措置の導入、平成 20 年及び平成 23 年には、電波の経済的価

値（使用する周波数幅等）に応じて負担する部分が拡大され、それに伴った料額の見直しが

行われた。  

なお、平成 14 年においては、見直しの結果、据え置きとなっている。 

一方、使途としては、平成８年には技術試験事務、平成 11 年には電波遮へい対策事業、平

成 13 年にはアナログ周波数変更対策業務（特定周波数変更対策業務）、平成 16 年には特定

周波数終了対策業務、平成 17 年には電波資源拡大のための研究開発及び無線システム普

及支援事業、平成 20 年度には国際標準化に関する連絡調整事務及び電波に関するリテラシ

ー向上のために行う事務を追加し、使途のうち「次に掲げる事務その他の電波の適正な利用

の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務」と規定した上で、

具体的な事務を各号に例示として示していたところ、「その他」事務に該当するものも全て限定

列挙に改め、①標準電波の発射、②電波遮へい対策事業、③電波の安全性に関する調査、

④電波利用料制度に関する企画・立案及び共益事務の附帯事務（予算要求、納入告知等）

が追記された。平成 21 年には低所得者世帯への地デジチューナー等の支援、平成 23 年には

時限措置として東北３県におけるアナログ放送の延長期間の運用経費助成業務、平成 25 年

には電波の能率的な利用に資する技術を用いた人命又は財産の保護の用に供する無線設

備のための補助金の交付が各々追加された。 

 



 4

 

 

 

 

３ 電波利用料の料額の算定方法 

電波利用の料額の算定に当たっては、３年間に必要な電波利用共益費用を 

① 電波の経済的価値の向上につながる事務（ａ群）に要する費用と、 

② 電波の適正な利用を確保するために必要な恒常的な事務（ｂ群）に要する費用 

に分け、前者については、各無線局が使用する電波の経済的価値（帯域幅、出力、地域等）

に応じて配分し、後者については、無線局数で均等割により配分して料額を算定している。 

ａ群に係る費用については、帯域幅、出力、設置場所の違いなどから、それぞれの無線局

が使用する電波の経済的価値の割合に応じて配分している。 

まず第１段階として、①３ＧＨｚ以下（移動・放送系の利用が中心）と②３～６ＧＨｚ（固定・衛

星系の利用が中心）へ各帯域の混雑度（当該帯域を使用する無線局の延べ使用周波数帯

幅）から経済的価値を推計し、配分している。 

さらに、第２段階として、それぞれの帯域に配分された費用を各無線システムに配分するた

めに、個々の無線システムの使用帯域幅をベースに配分しているが、その際、各システムの公

共性、電波の有効利用の程度等を勘案して、各々の特性係数を乗じて算出している。 

図表 ２ 電波利用料制度の主な改正経緯 
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最後に、第３段階として、各無線システムごとに配分された費用について、地域特性（都市

部か否か）、出力等を勘案して、個別無線局に配分することにより、無線局毎の料額を設定し

ている。 

なお、携帯電話のように、広範囲の地域において一定の帯域を一の者により専ら使用させ

ることを目的として総務大臣が指定する周波数（広域専用電波）を使用する無線局の免許人

については、帯域幅単位で電波利用料を設定している（例えば、携帯電話の場合は、現行料

額では１MHz 当たり約 9515 万円（全国で使用する場合）となっている）。 

また、ｂ群に係る費用については、各無線局の帯域幅、出力、設置場所等の違いによらず、

基本的には等しく受益するものであることから、原則無線局数で均等割としている。 

 

 

 

 

図表 ３ 電波利用料の料額（H23-H25）の算定方法 
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４ 電波利用料の料額 

現在の電波利用料の料額（電波法別表第６号等に規定）は、図表４のとおりである。前回

（平成 23 年度）の見直しでは、電波の経済的価値に向上につながる事務に係る費用が拡大し、

ａ群に係る費用が 380 億円から 455 億円へ拡大した。 

また、ｂ群に係る費用については、従来、各無線局のデータベースの作成・管理に応じた負

担金としていたが、無線局数で単純に均等割し統一単価に移行したことから、低廉化（一律

200 円／局）が図られた。 

その他、料額が大幅に増加する無線局については、増加率を一定の範囲（２割以内）に抑

えるよう調整する措置を新しく導入した。 

 

 

 

 

 

 

図表 ４ 電波利用料額（H23-H25） 
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５ 電波利用料予算歳入及び歳出の内訳（平成 25 年度） 

平成 25 年度の電波利用料予算は図表５のとおりであり、歳入は 741.3 億円、歳出 666.0 億

円となっている。 

歳入予算の内訳は、携帯電話事業者による負担が 74.2％となり全体の７割強の負担となっ

ており、次いで BWA 事業者による負担が 8.9％、放送事業者が 7.0％となっている。 

歳出予算の内訳は、地上デジタル放送総合対策が 317.3 億円と全体の 47.6％を占め、次い

で、研究開発等が 91.4 億円（13.7％）、総合無線局管理システムが 87.0 億円（13.1％）、電波

監視が 46.8 億円（7.0％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

図表 ５ 電波利用料予算の歳入及び歳出の内訳（平成 25 年度） 
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６ 電波利用料の使途の現状 

電波利用料の使途は、電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の目的

として行う事務として、電波法第 103 条の２第４項各号に規定されており、制度導入以降、技

術試験や研究開発、地上デジタルテレビジョン放送への移行対策等、その時々の電波の利用

の状況等を踏まえながら、必要とされる事務を使途として定めてきた。 

現在の使途の内容は図表 6-1 のとおりであり、各号の事務については、それぞれ図表 6-2~

図表 6-14 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-1 電波利用料の使途（電波利用料共益事務） 
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図表 6-2 電波監視（第１号事務） 

図表 6-3 無線局データベースの作成・管理（第２号事務） 
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図表 6-4 電波資源拡大のための研究開発（第３号事務） 

図表 6-5 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務（第３号事務） 
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図表 6-6 周波数ひっ迫対策のための国際機関等との連絡調整事務（第３号事務） 

図表 6-7 電波の安全性に関する調査及び評価技術（第４号事務） 
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図表 6-8 標準電波の発射（第５号事務） 

図表 6-9 電波再分配対策（特定周波数終了対策業務）（第７号事務） 
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図表 6-10 無線システム普及支援事業（周波数有効利用促進事業）（第８号事務） 

図表 6-11 無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア整備事業）（第９号事務） 
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図表 6-12 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援（第９号事務等）

図表 6-13 電波遮へい対策事業（第 10 号事務） 
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図表 6-14 周波数の使用等に関するリテラシーの向上（第 11 号事務） 
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第２章 電波利用共益事務の在り方 

電波利用料は３年間に必要な電波利用共益事務に係る費用を同期間中に見込まれる

無線局で負担する制度であることから、次期（平成 26～28 年度）における電波利用共益事

務の内容や、その歳出規模について、検討を行った。 

これらについて、検討会では、パブリックコメントやヒアリングで提出された意見を踏まえて、

以下の２点について検討を行った。 

（１） 歳出規模の在り方 

（２） 電波利用共益事務の在り方 

 

（１） 歳出規模の在り方 

歳出規模の在り方については、①歳入・歳出の予算額の規模の関係及び②歳出規模に

ついて検討を行った。 

①については、歳入・歳出の予算額については、それぞれの総額は一致するよう検討す

べき、との意見2があった。平成 23 年度以降、電波利用料財源の歳出の当初予算は毎年減

少しており、平成 25 年度当初予算では歳入予算約 741.3 億円に対して歳出予算は約 666.0

億円となっているが、共益費用としての電波利用料制度の位置づけを踏まえると、各年度

の歳入予算額と歳出予算額の関係は一致させる必要がある。 

また、②については、歳入・歳出の規模は抑制的とすべき、との意見3があった。次期にお

いては、これまでの地デジ対策の国庫債務負担行為による歳出が引き続きこれまでと同規

模程度見込まれ、また、平成 25 年度に新たに追加された使途についても平成 26 年度以降

歳出増が見込まれる中、次期の歳出規模については、その他の共益事務も含め、次期に

実施する共益事務の更なる効率化や必要性の検証を徹底することを前提として、その規模

を検討することが必要である。 

 

（２） 電波利用共益事務の在り方 

電波利用共益事務の在り方については、 

① 周波数ひっ迫対策等の研究開発、啓発活動の強化等、既存の電波利用共益事務

                                            
2 ・歳入、歳出の規模は抑制的にすべきであり、歳入、歳出それぞれの総額は一致するよう設計すべ

き。（日本民間放送連盟、青森放送、福岡放送等放送事業者約 30 者） 
3 ・電波利用料の使途は、費用を負担している無線局免許人全体の受益に真に必要な場合に限定する

とともに、現在の全体の歳出規模が増えないよう要望する。（日本放送協会） 

・電波の公平かつ効率的な利用を確保する観点から、役割を終えた電波利用共益事務の使途分につ

いては、電波利用料の低減が図られることを要望する。（NTT 西日本、NTT 東日本） 
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を強化すべき4 

② タクシー無線のデジタル化や、２次利用のシステムの導入など新たな使途を追加す

べき5 

といった意見があった。 

平成 26 年度以降、使途の見直しの検討を行う場合にあっては、無線局全体の受益を直

接の目的とした電波利用共益事務として真にふさわしいものであるかどうか、また、公共性

等の観点から、無線局免許人の理解を得られるかどうか、厳正に検討することが必要であ

る。 

こうしたことを踏まえ②については、タクシー無線のデジタル化の支援や２次利用の無線

システムを導入する支援に電波利用料財源を活用することは困難であると考えられる。 

また、本年７月の「放送ネットワークの強靭化に関する検討会 中間取りまとめ」を踏まえ、

現在、ラジオ放送の難聴解消のための中継局整備の推進方策について検討が行われてい

る。その際に財政支援を行う場合には、電波利用料を活用することも考えられるが、この点

については本検討会において様々な意見が示されているところであり、これらを踏まえて今

                                            
4 ・欧州で第５世代移動通信システムの標準化を目指す研究開発の動きが進展しつつある中、日本で

も国際競争力を確保する上で重要な研究開発を強化していくべき。（非公開会合での意見） 

・周波数がひっ迫している中、ユーザーが正しく効率的に電波を使うことが出来るよう、学校教育

も含めた啓発活動を強化すべき。（非公開会合での意見） 

・今後新たな周波数再編を実施する場合の対策費用に電波利用料を充てることも考えられる。（非

公開会合での意見） 

・周波数全体を考えた時に、共用がこれからどんどん進むことを鑑みる必要がある。複数のシステ

ムでの共用を想定し、混信に強い受信機を開発していく分野にも研究開発費を排出することも検

討が必要ではないか。（飯塚構成員） 

・災害時における無人システムといった国民の安心安全や人命救助に関わる複雑な無線システムの

実用化など優先順位の高いものから、無線システムの技術開発や実用化の費用に少しでも活用で

きればいい。（飯塚構成員） 

・限られた資源である電波を有効に活用し、国民の生活に寄与する電波を使った新しいインフラや

サービスを確立するため、研究開発等を強化すべき。（四国放送、NTT 東日本） 

・電波の安心・安全のための研究及び国民に対する広報・啓蒙活動に関する取組を実施すべき。（UQ

コミュニケーションズ） 
5 ・周波数のひっ迫対策のために研究開発を引き続き実施していくべきである。（土井構成員） 

・情報機器・インバータ搭載機器等の普及により、電波の受信環境は悪化する一方であり、国民の

安心・安全を確保するため、受信環境改善に関する調査・研究に取り組むべき。（中国放送） 

・「タクシー無線基地局のデジタルナロー化への円滑な移行のための環境整備」を使途対象に加え

て頂きたい。（全国自動車無線連合会） 

・「ホワイトスペースの利用環境整備」や「他の周波数帯におけるホワイトスペース利用」等を含

めた電波資源拡大のための研究開発等の充実及び、地方自治体や事業者等が２次利用の無線シス

テムを導入する場合、支援策の創設していただきたい。（エリア放送開発委員会、ハートネット

ワーク） 

・V-Low マルチメディア放送に対しては、防災行政無線に準じるものとして、民間では整備が困難

な地域に対して、既存放送事業者とは別に、補助が行われるべき。（エフエム東京） 

・「デジアナ変換のための周知広報」を使途に追加して頂きたい。（日本ケーブルテレビ連盟、ジュ

ピターテレコム、ジャパンケーブルネット） 
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後、検討することが求められる。 

なお、無線通信技術の進展はめまぐるしく、その利活用についても今後とも急激な変化が

続くものと考えられることから、電波利用料制度の在り方については、そのような状況に適

切に対応するよう共益事務の必要性の検証や効率化について不断の見直しを行うことが必

要である。
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第３章 次期電波利用料の見直しの考え方 

 

１ 経済的価値の適正な反映の在り方 

電波利用料額の算定に当たっては、電波利用共益費用のうち、電波の経済的価値の向

上につながる事務に係る費用（ａ群）について経済的価値（周波数幅等）を勘案して料額を

算定している。経済的価値を反映して計算する範囲や、算定にあたって考慮すべき事項に

ついて、以下の点について検討を行った。 

① 電波利用共益費用のうち経済的価値を勘案して算定する範囲を見直すことの是

非 

② 経済的価値（周波数幅、周波数のひっ迫状況等）を勘案した算定方法の在り方 

③ 周波数の有効利用状況や他用途の周波数を確保するための周波数移行の促進

等を勘案した料額設定の在り方 

例： デジタルへの移行の必要性が高く、また、技術的にも可能であるにも関わらず、

長期にわたりアナログシステムを使い続ける場合、料額をデジタルシステムより

も高い料額に設定することにより、デジタル化のインセンティブとする措置） 

 

（１）基本的な考え方 

現行の電波利用料制度においては、電波利用共益事務の処理に要する費用を、電波の

経済的価値の向上につながる事務（研究開発、携帯電話エリア整備など）に係る費用（ａ

群）と、電波の適正な利用を確保するために必要な恒常的な事務（電波監視業務、総合無

線局監理システムの運用など）に係る費用（ｂ群）に分類して料額を計算し、その上で、ａ群

の費用負担を各システムに配分する際に、経済的価値を勘案して周波数幅や無線局の混

雑度に応じて配分しているところである。 

このような料額算定の基本的な考え方について、放送局に対し、経済的価値を過度に反

映した電波利用料を課すことは不適切との意見6があった。 

このような意見も踏まえて、ａ群の範囲については、次期の料額の見直しにおいても現行

どおり電波利用共益事務の内容により決定することが適当である。 

 

                                            
6 ・緊急時には採算を度外視して報道活動を行う「放送」の無線局に対し、経済的価値を過度に反映

した電波利用料を課すことは不適切である。（山陰放送、日本民間放送連盟、青森放送等放送事

業者約 50 者） 
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（２）広域専用電波を使用する無線局の課金の在り方 

現行の電波利用料制度では、携帯電話など広範囲の地域において同一の者により相

当数開設される無線局に専ら使用させることを目的として総務大臣が指定する周波数に

（広域専用電波）ついては、ｂ群は、個別無線局ごとの課金、ａ群は、帯域幅に応じた課金

を行っている。これは、一定の帯域幅の中で電波の有効利用に努め、収容無線局数が増

加するほど１局当たりに換算した電波利用料に係る負担額が減少することを通じて、電波

有効インセンティブが働くことを期待したものである。 

このような課金の在り方について、帯域幅に応じた課金に加え無線局数に応じた課金が

なされると収容無線局を増してより電波の有効利用を図ってもｂ群の負担が増えてしまい、

周波数有効利用に対して逆のインセンティブとなることから、周波数幅に応じた課金へ一

本化すべきとの意見7があった。 

このような意見も踏まえ、次期の料額の見直しにおいては、電波有効利用インセンティブ

を一層高める観点から、広域専用電波を使用する携帯電話等の無線局については、ａ群

とｂ群に分けて算定する現在の方法は踏襲しつつも、現行制度の考え方との関係を整理し

た上で、無線局単位で課金しているｂ群についても、その負担分を周波数幅に応じて課金

することとすべきである。 

一方で、無線局数に応じた課金は、局数が増加すればその分負担が増加するため、無

線局数の少ない新規参入時には、負担が少なくなるとも言える。このため、周波数幅に応

じた課金への一本化は、新規参入に対する障害になることが危惧されるため、成熟してい

る分野に適しているといった考え8も示されたことに留意するべきである。 

 

                                            
7 ・無線局毎の電波利用料徴収制度を見直し、周波数帯域による電波利用料徴収制度への一本化を検

討するべき。（UQ コミュニケーションズ、NTT ドコモ、イー・アクセス等電気通信事業者６者） 
8 ・帯域課金により周波数を効率的に利用させる観点も必要であり、これをどのように反映させるか

は価値観が入るもの。例えば、本当に混雑している帯域なのか、混雑していない帯域なのかで適

用を区分するのも一つの案。（湧口構成員） 

・広域専用電波に指定される周波数帯では、現在は、その免許数に比例して料金が設定されるわけ

だが、成熟している利用分野については、周波数幅に応じた課金の一本化ということでもよいと

思う。（座長） 
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（３）料額が大幅に増加する無線局への配慮 

前回改定（平成 23 年度）においては、電波利用料額が改定の前後で大幅に増額となる

場合、増加額を従来の料額の概ね 20％増に抑える措置を適用している。 

これについては、引き続き料額の増額率を一定の水準に留める等の仕組みにすべきとの

意見9があった。 

このような意見も踏まえ、次期の料額が、現行の料額と比べて大幅に増額となる場合は、

増額率を一定の水準におさめる措置を前回改定と同様に適用すべきである。 

 

（４）経済的価値を勘案する周波数帯域の区分 

現行制度では、ａ群における周波数帯域の経済的価値を勘案する際に、６GHz 以下のひ

っ迫帯域において、３GHz 以下の帯域は、３～６GHz の帯域に比べ、障害物の後ろにより回

り込みやすい周波数特性を有すること、及び電波利用技術の難易度の点から、より容易に

利用可能であること等の違いから、３GHz を境に無線通信の形態や密度に大きな差がある

ことを踏まえて３GHz 以下と３～６GHz に区分している。 

このような区分について、パブリックコメントやヒアリングで提出された意見10等を踏まえて、

次の２つの考え方について検討を行った。 

Ⅰ ３GHz 以下の経済的価値の区分について 

考え方 

同じ３GHz 以下であっても、（ア）周波数が高いほど無線通信の高速化・大容量化

に伴い、UHF 帯の帯域の需要が高まっている、（イ）VHF 帯は周波数特性から端末

のコンパクト化が困難である、（ウ）都市ノイズに弱い、といった点において、VHF 帯

の経済的価値は UHF 帯の帯域と比較して相対的に低下しているので、３GHz 以下

の区分を VHF 帯以下と UHF 帯に区分することが適当である。 

                                            
9 ・次期電波利用料額の見直しにおいては、電波利用料額の負担が増加しないよう考慮して頂きたい。

また、やむなく電波利用料額改定前後で負担額が増加することとなる無線システムが発生する場

合には、料額の増額率が一定の水準に留める等の仕組み等について、ご検討いただくことを要望

する（スカパーJSAT、読賣テレビ放送） 
10 ・アナログ放送終了後の空き帯域（70MHz）では、具体的サービスが実現しているのは V-High マル

チメディア放送のみ（14.5MHz）となっている。これらのことからも VHF 帯の経済的価値は、相対

的に低下していると考えられることから、その経済的価値の見直しを要望する。（ジャパン・モバ

イルキャスティング） 
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Ⅱ ３～６GHz の経済的価値の区分について 

考え方 

第 4 世代移動通信システムを 3.4～3.6GHz において導入する計画であるが、当該

周波数帯は、800MHz 帯や 2GHz 帯など幅広く携帯電話に利用されている周波数帯

に比べて実現可能なセルエリアの大きさに制限があるなどの特徴があることから、周

波数の区分は現行のとおりとすることが適当であり、UHF 帯の区分を３GHz より高い

周波数まで広げることが適当か否かについては、第４世代携帯電話システムの運用

開始後の普及状況等を踏まえつつ、次回以降の料額の見直しの際に改めて検討す

ることが適当である。 

 

Ⅰについては、 

（ア） 周波数が高いほど広い帯域幅が利用でき、無線通信の高速化・大容量化に適

していることから、UHF 帯の帯域の需要が高まっている。 

（イ） 周波数が低いほどアンテナサイズが大きくなることから、送信設備の重量が重く

なり鉄塔設備等のコストを要する。また、受信端末のコンパクト化が困難である。 

（ウ） 周波数が低いほど都市ノイズが多く、その影響を受ける。 

といった点において、VHF 帯以下の経済的価値は UHF 帯の帯域と比較して相対的に低下

していることから、３GHz 以下の区分を VHF 帯以下と UHF 帯に区分することについて今後検

討すべきである。 

また、これに関連して、今後、UHF 帯の中でも例えば携帯電話用の周波数で通称「プラチ

ナバンド」と呼ばれる１GHz 以下の周波数帯は経済的価値が高いと考えられることから、３

GHz 以下の区分の細分化を検討する場合には、１GHz 以下と１～３GHz に分けることも考え

られるとの意見もあった。 

Ⅱについては、第４世代移動通信システムを 3.4～3.6GHz において導入する計画である

が、当該周波数帯は、800MHz 帯や２GHz 帯など幅広く携帯電話に利用されている周波数

帯に比べて実現可能なセルエリアの大きさに制限があるなどの特徴があることから、周波数

の区分は現行のとおりとすることが適当である。なお、UHF 帯の区分を３GHz より高い周波

数まで広げることが適当か否かについては、第４世代携帯電話システムの運用開始後の普

及状況等を踏まえつつ、次回以降の料額見直しの際に改めて検討することが適当である。 

 

（５）周波数移行の過渡期における電波利用料額の在り方 

現在、周波数の有効利用や他用途の周波数を確保するための周波数移行の必要性が
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高まっている。 

このような状況に対応した電波利用料額の在り方について、 

① デジタル化のインセンティブとなるような、料額の設定をすべき11 

② 移行の過渡期や移行後において、電波利用料負担が過重なものとならないよう配

慮が必要12 

との意見があった。 

前述したように現行制度では、各無線システムの周波数幅に応じてａ群の負担額を配分

しているところである。例えば、700MHz 帯から 1.2GHz／2.3GHz 帯へ移行する FPU など周波

数移行の過渡期において、システムが使用する周波数幅が一時的に増加することがあるが、

この増加分も含めてａ群の負担が算出された場合、移行する無線システムにとって過度な

負担となる可能性がある。このため、周波数の再編を円滑化する観点から過度な負担が発

生しないよう何らかの措置を講じることが適当である。また、デジタル化のインセンティブとな

るような料額の設定については、共益費用における無線局間の負担の公平性を踏まえて、

その必要性について慎重に検討する必要がある。 

 

２ 電波利用料の軽減措置の在り方 

電波利用料制度は、電波利用の共益費用をその受益者である無線局で分担する制度で

あり、ある無線局の電波利用料負担が減れば、その分、他の無線局の負担が増加すること

となる。このような制度の性質も踏まえ、電波利用料の軽減措置は無線局のどのような点に

着目して適用すべきか、以下の点について検討を行った。 

① 電波利用料の算定の際に無線局の特性に応じて適用される軽減措置（特性係

数）の在り方 

② 新規参入事業者に対する軽減措置 

③ 被災した無線局に対する減免を可能とする措置 

 

                                            
11・タクシー無線局は、平成 28 年５月末までにデジタルナロー化移行を進めているところであり、こ

のインセンティブとすることからも、デジタルナロー波を使用するタクシー無線局への軽減措置

を検討願いたい。（全国自動車無線連合会） 

・デジタル化のインセンティブを適用するアナログシステムの選考については、例示のとおり「デ

ジタル化への移行の必要性が高く、また技術的にも可能であるにも関わらず、長期にわたりアナ

ログシステムを使い続けるシステム」に限定するなど十分検討をお願いする。（電気事業連合会） 
12 ・3.9 世代移動通信システムの早期導入を可能とするため、放送事業者は 700MHz 帯放送事業用 FPU

の 1.2GHz 帯／2.3GHz 帯への周波数移行に向けた技術検討などを進めており、迅速かつ円滑な周

波数移行のためには、移行の過渡期や移行後において、ＦＰＵ免許人の電波利用料負担が過重な

ものとならないよう配慮が必要。（日本民間放送連盟、青森放送、福岡放送等放送事業者約 30 者） 
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（１）特性係数の在り方 

現行の電波利用料制度では、それぞれの電波の利用形態（例：専用か共用型か等）や

公共性などを勘案し、ａ群における負担分の算定の中で、各種無線システムに実際に割り

当てられている周波数幅に特性係数を乗じて計算を行っている。 

次期の料額の改定に向けて、特性係数については様々な立場から様々な意見が出てい

るところであり、近年の技術革新等に伴い、携帯電話、衛星通信、放送などの様々な無線

システムの利用範囲が急速に拡大していること等を踏まえ、特性係数を適用する要件が、

現状あるいは今後の技術開発や電波の利用環境等の動向に照らして適切かどうか、改め

て検討することが求められている。本検討会では、関係者等から提示された個別の主張や

論拠に対し丁寧かつ論理的に対応していく必要があるとの認識の下、以下の４つの点につ

いて、パブリックコメント、ヒアリング等で提出された意見13をもとにそれぞれ検討すべき考え

方を整理し、検討を行った。 

                                            
13 Ⅰ～Ⅳに関係する意見の他、以下のような意見があった。 

・地上テレビ放送用周波数のホワイトスペースには、二次業務として相当数のエリア放送が開局し

たほか、特定ラジオマイク等の導入も具体化しており、こうした周波数共用を勘案すべき。（日

本民間放送連盟、青森放送、福岡放送等放送事業者約 20 者） 

・災害時の報道をはじめ、公共性の役割を担っている放送に対しては、国等の無線局と同様な減免

措置が必要である。（鹿児島讀賣テレビ、静岡第一テレビ、南海放送等放送事業者７者） 

・放送は、同時にどれだけ多くの視聴者が視聴しても輻輳を起こすことがなく、むしろ無線局全体

のひっ迫の緩和に貢献する特性を有する無線システムであることから、ａ群のあり方の検討にお

いては、スマートフォン等によるアクセスが増えるほどひっ迫が強まる特性を有する移動体通信

システム等とは異なるものとして、その特性を勘案することが適当である。（注：大規模災害発

生時における災害情報等、多くの視聴者が同時に視聴する情報は、できるだけ携帯電話の通信回

線ではなく放送波で視聴されたほうが、通信回線の輻輳の緩和に資するという特性を有する。）

（日本民間放送連盟） 

・ａ群は、無線局の数ではなく、使用する帯域幅に応じた課金とすることにより、帯域幅を圧縮し

ようとするインセンティブ（技術革新等）が働くことを期待して導入された制度であるが、放送

は、一の放送方式（規格）が長期にわたって維持されるという信頼の上に、多くのメーカーや国

民視聴者が、受信機やアンテナを製造し、又は購入するものであり、デジタル圧縮技術の進展等

に伴う頻繁な規格変更は、電波の有効利用には資するとしても、多くの国民視聴者に影響を及ぼ

すこととなることから、そもそもａ群の制度趣旨になじみにくい無線システムとして、その特性

を勘案することが適当である。（注：地上アナログ放送の停波の際には、アナログテレビ受信機

の不法投棄対策やリサイクル等の取組が大きな課題となった。）（日本民間放送連盟） 

・電波利用料負担の公平性の観点より、各システムの利用形態などの特性を十分に考慮して不利益

が生じないようにすることが必要であると思料するため、引き続き各システムの特性に応じて軽

減係数（特性係数）を適用することを要望する。（スカパーJSAT） 

・運用制限のある帯域や周波数を共用している帯域では、運用制限の無い帯域とは経済的価値が異

なる。運用制限のある帯域は、特性係数を新たに設定し、電波利用料を減免するべき。（ソフト

バンク、ウィルコム、Wireless City Planning） 

・国及び地方公共団体が免許を受けた無線局も受益を受けているため、電波利用料を全額徴収する

べき。（UQ コミュニケーションズ、イー・アクセス、ソフトバンク等電気通信事業者５者） 

・去年 12 月に公表された「電波有効利用の促進に関する検討会」の報告書に、電波利用料額の見

直しの課題として、「国等の無線局の減免措置」が含まれているため、検討課題に「国等の無線局

の減免措置」を追加すべき。（鹿児島讀賣テレビ、静岡第一テレビ、秋田放送等放送事業者７者） 
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Ⅰ 「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に係る特性係数について 

Ⅱ 「国民の電波利用の普及に係る責務」に係る特性係数について 

Ⅲ V-High マルチメディア放送に係る特性係数の取り扱い 

Ⅳ 特性係数の算定方法 

 

Ⅰ 「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に係る特性係数について 

「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に係る特性係数については、現在、人工衛星

（通信）、衛星携帯電話、テレビ、ラジオ、電波高度計について適用されている。このうち、パ

ブリックコメントやヒアリングで提出された意見14等を踏まえ、本検討会において、本特性係

数の適用に係る考え方について、以下の（ａ）～（ｃ）に集約をした上で、議論を行った。 

                                            
14 ・放送の電波利用料にかかる特性係数は、法律に定められた①「国民への電波利用の普及に係る責

務等」（放送法：あまねく努力義務）、②「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」（放

送法：災害放送義務、公職選挙法：選挙放送）の２点を勘案された適切な措置であり、今後

も維持すべき。（山陽放送、日本民間放送連盟、青森放送等放送事業者約 50 者） 

・特性係数のうち「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」については、放送法により災害時の放

送実施が義務付けられているおり、放送局は、ハード（設備）だけでなく、ソフト（番組内容）

についても責任を負っている。 24 時間・365 日取材と報道を継続、平常時から非常時を想定し

た設備投資や体制整備、非常時の採算を度外視した報道を実施している他、放送局が果たすべき

固有の公共的役割として、取材活動によって集めた膨大な災害情報の中から刻々と変化する情勢

に応じて、「国民の安心・安全」に寄与する情報を選択し、放送責任を負って無線の放送でリア

ルタイムに報道することは、災害発生時に通信事業者が果たす公共性や通信の重要性とは本質的

に異なる。災害放送を適時適切に実施するためには、各社の放送業務全体において、平常時から

非常時を想定した設備投資や体制整備が必要であり、経営上の負担が極めて重く、現行の特性係

数は、この責務を勘案した適切な措置であり、また、国民・視聴者の利益にも適うものであり、

今後も維持が必要。（日本民間放送連盟） 

・「国民への電波利用の普及に係る責務等」「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」とい

った現在の特性係数の根拠となっている事項については通信と放送の間の差異は無くなってお

り、放送と通信の利用する周波数幅に対する料額のアンバランスは今回の改正で解消し、現在の

特性係数については廃止するべきである。（UQ コミュニケーションズ、イー・アクセス、ソフト

バンク等電気通信事業者５者） 

・特性に応じて適用される現行措置について、有線方式による提供が困難な離島・山間部や国定公

園などのライフラインへは措置を継続し、さらに国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの

として、人工衛星局のみに限らず災害対策用無線全体へ措置の拡大を要望する。（NTT 西日本、NTT

東日本） 

・携帯電話サービスは、国民生活に広く普及しており、サービスエリアの拡大や品質の向上、さら

には災害時の対策を事業者自らが構築するなどその責務を果たしてきており、今や極めて公共性

の高い電波利用システムとなっていることから、携帯電話システムにも特性係数を適用するなど、

電波利用料の受益と負担の公平性について見直す必要がある。（KDDI） 
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考え方（ａ） 

放送局は放送法により災害時の放送実施が義務付けられており、携帯電話等と同様

にハード（中継局等の放送設備）の安全・信頼性を確保するだけでなく、ソフト（番組の内

容）についても責任を負い、平時から 24 時間 365 日体制で取材と報道を継続し、報道用

ヘリや原発情報カメラ等の報道用機材を整備し、非常時には取材活動によって集めら

れた膨大な災害情報の中から、刻々と変化する情勢に応じて、国民の安心・安全に寄

与する情報を適切に取捨選択し、放送責任を負ってリアルタイムに報道するものであ

る。 

その役割は携帯電話等とは本質的に異なるものであり、このような「ソフト」に責任を

負うことに伴って生ずる費用負担に耐えるためにも、当該特性係数は引き続き適用すべ

き。 

 

考え方（ｂ） 

災害時において携帯電話等が国民にとってなくてはならないものとなっている中、上

記の「ソフト」にも責任をもつという放送に固有の特性はないものの、設備に係る責務に

ついては放送も携帯電話等も変わらないことを踏まえ、携帯電話等にも適用すべき。 

 

考え方（ｃ） 

無線局にはそれぞれ程度や性質の違いはあれ何らかの公共性があり、また、無線局

全体の共益費という電波利用料制度の基本的性格に照らせば、個別の無線システム

の公共性の程度を勘案して減免措置を講じることは適当ではない（マンション管理組合

に例えれば、マンション管理費は個々の区分所有者の公共性に応じて減免されるべきも

のではない）。したがって、公共性を理由とする特性係数は廃止すべき。（注：この際、電

波法第 103 条の２第 12 項及び第 13 項に掲げる警察無線・消防無線等の減免措置にも

留意。） 

 

以上の考え方について、 

① 各無線システムの公共性を量的に比較することは困難であるため、質的に比

較して検討することが適当 

② 実態がどうなっているかというより、法的・制度的にどのような責務を負っている

かで比較して検討することが適当 
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との意見があった。また、 

③ 「放送はソフトに責任を有する」から特性係数を適用すると主張しているのでは

なく、それに「伴って生ずる費用負担に耐える」ために特性係数を適用するとの考

え方である。この考え方を踏まえ、例えば、携帯電話等はハード（設備）部分につ

いて先の東日本大震災において多額の負担を負って、迅速な復旧や新たな災害

対策の取組を行うなど、非常時対応に費用負担を負っていることを踏まえ、考え

方（ｂ）は適切 

とする意見が多くの構成員からあった。 

これらを踏まえ、「国民の生命・財産の保護に著しく寄与」に係る特性係数については、

災害時において携帯電話等が国民にとってなくてはならないものとなっている中、番組

内容にも責任をもつという放送に固有の特性はないものの、携帯電話等はハード（設

備）部分について先の東日本大震災においても国民や国・地方公共団体・防災関係機

関の扱う重要通信を扱う通信基盤の迅速な復旧や新たな災害対策の取組を行うなど、

非常時対応に費用負担を負っていることを踏まえ、携帯電話等にも適用すべきである。 

なお、本特性係数の適用に関しては、電波を利用して広く不特定多数の者の重要通

信を扱う無線局を対象とすることが適当であり、電気事業者やガス事業者等が自らの事

業の用に供するために利用する無線システムまで対象として考慮することは適当ではな

いと考えられる。 
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Ⅱ 「国民の電波利用の普及に係る責務」に係る特性係数について 

「国民の電波利用の普及に係る責務」に係る特性係数については、ＦＰＵ、ラジオマイク、

テレビ、ラジオ、ルーラル加入者無線について、適用されている。このうち、パブリックコメント

やヒアリングで提出された意見15等を踏まえ、本検討会において、本特性係数の適用に係る

考え方について、以下の（ａ）、（ｂ）に集約をした上で、議論を行った。 

 

考え方（ａ） 

放送の特性係数は、法律に定められた「国民への電波利用の普及に係る責務等」

（放送法：あまねく努力義務等）を勘案された適切な措置であり、今後も維持すべき。（携

帯電話については、「あまねく普及努力義務」が電気通信事業法に規定がないことや、

人口カバー率ベースでは概ね 100％のエリアを展開しているが、特定基地局開設指針に

おける普及目標について放送と差がある（注：カバー率の値や算出方法の違い（携帯電

話では人口カバー率を、放送では世帯カバー率を用いている））こと等を考慮し、特性係

数を適用することは適当ではない。） 

 

考え方（ｂ） 

携帯電話の人口普及率は 100%を超え国民に深く普及しており、また、携帯電話事業

者は人口カバー率ベースでは概ね 100%のエリアを展開しており、国民の利便性の向上

に寄与。また、携帯電話サービスは安定的に提供することを求められ、重大故障発生時

                                            
15 ・放送の電波利用料にかかる特性係数は、法律に定められた①「国民への電波利用の普及に係る責

務等」（放送法：あまねく努力義務）、②「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」（放

送法：災害放送義務、公職選挙法：選挙放送）の 2 点を勘案された適切な措置であり、今後も維

持すべき。（山陽放送、日本民間放送連盟、青森放送等放送事業者約 50 者）【再掲】 

・「国民への電波利用の普及に係る責務等」「国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの」とい

った現在の特性係数の根拠となっている事項については通信と放送の間の差異は無くなってお

り、放送と通信の利用する周波数幅に対する料額のアンバランスは今回の改正で解消し、現在の

特性係数については廃止するべきである。（UQ コミュニケーションズ、イー・アクセス、ソフト

バンク等電気通信事業者 5 者）【再掲】 

・現状、携帯電話の人口普及率は 100％を超え国民に深く普及しており、また、携帯電話事業者は

人口カバー率 100％のエリアを展開しており、国民の利便性を向上に寄与。このような状況から

も携帯電話サービスは安定的に提供することを求められ、重大故障発生時には行政指導による業

務改善命令を受ける等の責務が発生。この点で、放送事業と携帯電話事業の間には「国民への電

波利用の普及に係る責務」に示される公共性に実効的な差異が無いと考えられることから、上記

特性係数を廃止すべき。（NTT ドコモ） 

・携帯電話サービスは、国民生活に広く普及しており、サービスエリアの拡大や品質の向上、さら

には災害時の対策を事業者自らが構築するなどその責務を果たしてきており、今や極めて公共性

の高い電波利用システムとなっていることから、携帯電話システムにも特性係数を適用するなど、

電波利用料の受益と負担の公平性について見直す必要がある。（KDDI）【再掲】 
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には行政指導による業務改善命令を受ける等の責務が発生していることから、法律上

の義務はないものの放送事業と携帯電話事業の間には「国民の電波利用の普及に係

る責務」に示される公共性に実効的な差異が無いと考えられることから、当該特性係数

を携帯電話へも適用すべき。（注：携帯電話に係る重大故障発生時の業務改善命令等

は放送についても同様の規定が存在し、かつ、これらは上記(Ⅰ)において検討されてい

る事項であることに留意。） 

 

以上の考え方について、現行制度において普及義務に係る法律上の規定や普及目標に

おいて、放送と携帯電話とでは、「国民の電波利用の普及に係る責務」に関し、明確な差異

が存在するため、ユニバーサルサービス義務が適用されるといった制度変更があった場合は

別として、少なくとも現時点においては引き続き携帯電話には当該特性係数を適用すべきで

はないとの意見が多くの構成員からあった。 

このため、Ⅱ 「国民の電波利用の普及に係る責務」について放送の特性係数は、法律に

定められた「国民への電波利用の普及に係る責務等」（放送法：あまねく努力義務等）を勘案

された適切な措置であり、今後も維持すべきである。 

一方、携帯電話については、「あまねく普及努力義務」が電気通信事業法に規定がないこ

とや、人口カバー率ベースでは概ね 100％のエリアを展開しているが、特定基地局開設指針

における普及目標について放送と差がある（注：カバー率の値や算出方法の違い16）こと等を

考慮し、現時点においては引き続き携帯電話には当該特性係数を適用することは適当では

ない。 

 

Ⅲ V-High マルチメディア放送に係る特性係数の取り扱い 

V-High マルチメディア放送に係る特性係数の取り扱いについては、現行料額の算定に当

たっては、V-High マルチメディア放送は、地デジ移行後の空き周波数帯を使用するもので

あることから、他の免許人以上に多額の費用を有する地デジ移行対策の受益に対する負

担を行うことが適当であるとの考え方から、特性係数が適用されていない。本検討会にお

いては、この取り扱いについて、パブリックコメントやヒアリングで提出された意見17等を踏ま

                                            
16 放送で用いている「世帯カバー率」は、カバーエリアに含まれる世帯数のみを分子に合算している

一方、携帯電話で用いている「人口カバー」率は、一定の基準を満たす場合、カバーエリア外の人口

をも分子に合算するものであり、また、特定基地局開設指針における普及目標について放送と差があ

る。（注：５年目の普及目標を比較すると、放送は全国の「世帯カバー」率ベースで 90％、携帯電話

は各総合通信局等管内の「人口カバー」率ベースでおおむね 50％とされている。） 
17 ・V-High マルチメディア放送のソフト事業者は放送法上の基幹放送事業者として、災害放送等が

義務付けられ、また、ハード事業者である弊社は基幹放送局提供事業者として、当該放送をあま
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え、特性係数の適用に係る考え方について、以下の（ａ）～（ｃ）に集約をした上で、議論を

行った。 

 

考え方（ａ） 

V-High マルチメディア放送は、地デジ移行後の空き周波数帯を使用するものであるこ

とから、他の免許人以上に多額の費用を要する地デジ移行対策の受益に対する負担を

行うことが適当であり、同放送に対し放送事業者に係る特性係数を適用していない現行

制度は妥当である。 

 

考え方（ｂ） 

V-High マルチメディア放送は、地デジ移行後の空き周波数帯を使用するものであるこ

とから、他の免許人以上に多額の費用を要する地デジ移行対策の受益に対する負担を

負うことが適当であるとして特性係数を適用していないが、跡地利用による特別な受益

と、放送局としての公共性（災害放送義務、あまねく普及努力義務等）とは何ら関係が

ないことから、V-High マルチメディア放送の特性係数と、地デジ移行後の空き周波数帯

を使用する受益に着目した負担は、切り離して議論することが適当である。（注：その場

合、同様に地デジ移行後の空き周波数帯を使用する 718～748MHz の携帯電話や、170

～202.5MHz の公共ブロードバンドの負担のあり方にも留意）。 

 

考え方（c） 

V-High マルチメディア放送は、地デジ移行後の空き周波数帯を使用することから、他

の免許人以上に多額の費用を要する地デジ移行対策の受益に対する負担を行うことが

適当であるとして、特性係数を適用していないが、一方で、UHF 帯以上の帯域と比較し

た場合の VHF 帯の経済的価値については改めて見直すことが適当である。 

 

以上の考え方について、 

① 地デジ跡地利用による特別な受益、公益性に関係がないことから、V-High マ

ルチメディア放送にテレビ放送と同様に特性係数を適用すべき 

② 電波法第 103 条の２第４項に規定されているように、無線局全体の受益を直接

                                                                                                                                                   
ねく受信できるよう努める責務を負う事が放送法で定められていることから、他の基幹放送と同

等の公益性を有することから特性係数についても同等の扱いとすべき。地上デジタル放送の跡地

利用による受益負担と公益性は何ら関係がない。（ジャパン・モバイルキャスティング） 
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の目的として行う事務の処理に要する費用に充てられるものであり、電波利用料

による地デジ移行対策について、特定の者が特別な受益を受けているとするのは

不適当 

といった意見があった。                    

これらの意見を踏まえ、V-High マルチメディア放送等の地デジ移行後の空き周波数

帯を使用する無線システムについては、多額の費用を要する地デジ移行対策の受益に

対する負担を負うことが適当であるとの考えにより、現在、当該無線システムに対し特性

係数は適用されていない。しかしながら、跡地利用による特別な受益と、公共性等の特

性とは何ら関係がないことから、地デジ移行後の空き周波数帯を使用する無線システム

が、公共性等の特性を有する場合は、当該特性係数を適用することが適当である。 

なお、地デジの跡地利用による特別な受益を考慮して特性係数を適用しないこととす

る場合には、携帯電話について料額の適用が帯域によって不均衡を生じる等の問題が

生じることから適当ではない。 

 

Ⅳ 特性係数の算定方法 

特性係数の算定方法に関して、複数の勘案要素に該当する場合、現在は、例えば 1/2ｘ

1/2＝1/4 と言うように、該当するそれぞれの係数を全て乗じて適用しているところ。本検討

会においては、このような現在の特性係数の算定方法に関する考え方について、以下の

（ａ）、（ｂ）に集約し、議論を行った。 

 

考え方（ａ） 

特性係数は各種無線システムの電波の利用形態（例：専用型か共用型か）や公共性

などについて、勘案要素ごとに適否を検討しているものであることから、該当する係数を

全て乗じる現行の算定方法は適当である。 

 

考え方（ｂ） 

複数の勘案要素に該当する場合、例えば、1/2×1/2=1/4 というように、該当するそれ

ぞれの係数を全て乗じている現在の算定方法を見直し、軽減係数に一定の上限を設け

ることにより公平性を確保するべき。 

 

以上の考え方について、 

① 特性係数が独立であれば、これを掛け合わせることは問題ない 
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② 算定方法については、今後ロジックを作って行くべきだが、現時点では、考え方

（a）が適当 

といった意見があった。 

このため、特性係数の算定方法については、複数の勘案要素に該当する場合、例え

ば、1/2×1/2=1/4 というように、該当するそれぞれの係数を全て乗じている現在の算定

方法については、次期の料額の見直しに当たっては引き続き維持することが適当である。

ただし、中長期的には、その在り方について検証すべきであり、制度の安定性・継続性

に十分に配慮し、技術動向等が変わる時期をとらえて見直しを行っていくことに留意が

必要である。 

 

（２）新規参入事業者への軽減の在り方 

現行の電波利用料制度では、広域専用電波を使用する新規参入事業者に対しての軽

減措置は存在しないが、この点について、 

① 新規参入事業者に対し、電波利用料の軽減措置を導入すべき18 

② 広域専用電波の電波利用料を月単位又は分割にて納付することも可能とするべ

き19 

との意見があった。 

受益者負担を基本とする電波利用料制度の枠組みの中で、公益性に着目するのではな

く、新規事業の存続・拡大を支援することを目的として負担を軽減することについては、公平

性の確保の観点や、事業者間の競争に及ぼす影響などを考慮すると、免許人の理解を得

ることは困難と考えられる。しかしながら、広域専用電波による負担総額が相当程度高いこ

とを踏まえて、例えば、課金の開始時期や分割払いの可否等、負担総額に影響を及ぼさな

                                            
18 ・BS 放送は、ソフト事業者がハード事業者に支払う放送料（１番組あたり約 2.5 億円）のうち電

波利用料が占める割合は 0.1％以下と推定されるのに対し V-High マルチメディア放送の放送料

（１セグメントあたり 4.5 億円）のうち電波利用料が占める割合は８％となっており、ソフト事

業者に転嫁される負担額はかなり大きくなっている。新たなサービスの導入を阻害することなく、

広く電波の利便性を享受し、電波の有効利用を図るために、新規参入・立ち上げ期にある事業者

への新たな軽減措置の検討を要望する。（ジャパン・モバイルキャスティング、ISDB-T マルチメ

ディアフォーラム） 

・ホワイトスペースを活用するエリア放送は自治体との防災協定に基づく災害時の運用などが期待

されており、さらにエリア放送の運用自体新規参入事業であることから。利用額の軽減措置を配

慮していただきたい。（ハートネットワーク） 

・市場の活性化を図ることを目的として、新規参入・立ち上げ期にある事業者への新たな軽減措置

の検討を要望。（エフエム東京） 
19 ・帯域電波利用料については現在年額全額を一括して前払い納付する方式となっており事業者にと

っては大きな負担となっているが、新規事業者にも配慮する観点から、月単位や分納での納付の

併用も可能とするべきである。（UQ コミュニケーションズ） 
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い範囲内での広域専用電波の課金等の在り方について検討すべきである。 

 

（３）被災した無線局への電波利用料の課金の在り方 

現行では、無線局を廃止するときは総務大臣に届け出ることが義務づけられており、当

然ながら、無線局の廃止後は、電波利用料が課金されることはない。 

一方、東日本大震災の際には、被害の大きさに鑑みて手続を可能な限り柔軟に運用した

が、一定期間内に廃局の手続が行われなかったため電波利用料が課金された事例があり、

災害等が発生した場合において、被災した地域に存在する無線局の電波利用料を減免す

る措置が必要との意見20があった。 

これについては、免許手続きにおいて何らかの措置を講じることが必要であると考える。 

                                            
20 ・震災時における被災地の民放事業者に対しては、局舎および送信所の被災状況を勘案し、時限的

な電波利用料の軽減が可能となる法整備を望む。（テレビ岩手、テレビユー福島、四国放送、TBS

ラジオ&コミュニケーションズ） 

・大きな災害を受けた地域における無線局に対しては例えば当該の総合通信局単位の帯域電波利用

料を減免する等一定の減免措置を検討するべきである。（UQ コミュニケーションズ、NTT 東日本、

イー・アクセス等電気通信事業者６者） 

・被災した地域で新たに開設されるエリア放送を行う地上一般放送局にかかる電波利用料を免除ま

たは減額する制度を検討していただきたい。（エリア放送開発委員会） 
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（４）防災行政無線の料額の在り方 

現行の電波利用料制度では、防災行政無線は、防災用の他、地方行政一般に使用され

るため、電波利用料額は２分の１としている。防災行政無線のうち同報系については、デジ

タル化等に伴い双方向機能を有する子局を導入すると、子局の無線局についても電波利

用料に負担が生じ、電波利用料の負担が大きく増加することが懸念されている。また、防災

行政用無線の電波利用料は、全額免除するべきとの意見21もあった。 

実際の運用において防災の用途のみに使用されている防災行政無線について、電波利

用料の全額免除の対象とすることについては、防災のみの用途と防災及び地方行政両方

の用途の区別の明確なルールが策定できるかどうかといった点等を踏まえると困難である。 

 一方、防災行政無線のうち同報系については、双方向機能を有する子局22を導入すると、

現行の料額を適用すれば電波利用料の負担が大きく増加することとなるため、電波利用料

の負担がこのような機能の導入を阻害することのないよう適切に措置することが必要である

と考えられる。なお、現時点で総務省が保有する免許情報では、同報系の防災行政無線の

親局と子局の区別はしていない。 

                                            
21 ・大規模災害時においては、国と地方がともに対応に当たる必要があり、地方公共団体として、ま

た、国の責務の一端を担う一地方組織として、この設備を運用するという側面から、国を挙げて

防災対策を推進する今日、防災対策目的で整備する防災行政用無線の電波利用料については、全

額免除されるべき。（愛媛県鬼北町） 

・漁業指導監督用海岸局（連絡回線用の固定局を含む。以下同じ）は、都道府県が自ら無線設備を

整備し、あるいは漁業用海岸局の無線設備を共用して開設している無線局であり、電波法におい

ても公共業務用無線局として位置づけられており、このように公共性の高い業務を遂行している

漁業指導監督用海岸局に、電波利用料の減免措置を講じていただきたい。（全国漁業無線協会） 
22 現時点で総務省の保有している免許情報では、同報系の防災行政無線の親局と子局は区別していな

い。 
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３ 新たな電波利用システムに対する料額設定の在り方 

次期において、今後導入・普及が見込まれる新たな電波利用システムとして次のようなシ

ステムが推定される。 

① 第４世代移動通信システム 

② スマートメーターや M２M システムなどの新しいデータ通信システム 

③ ホワイトスペースを活用する無線システム 

本検討会では、どのような料額設定を行うべきか、検討を行った。 

 

（１）第４世代移動通信システム 

3.4～3.6GHz 帯23を使用する第４世代移動通信システムについては、平成 27 年度の実用

化が見込まれている。この料額については、周波数特性、周波数共用等を考慮した料額を

検討すべきとの意見24があった。 

次期においては、第４世代移動通信システムが使用する周波数の一部において他のシス

テムの共用があることから、広域専用電波の指定の在り方（適否も含め）について検討が必

要である。その際には、ａ群の負担分の算定において、無線局の混雑度に応じて「３GHz 以

下」で区分していることが適切かどうかということも併せて検討する必要があるが、この点に

ついては、さらに検討を深めていくべきである。 

 

（２）携帯電話等を利用するスマートメーターや M２M システム 

今後、ビッグデータを活用する新サービスを実現する ICT インフラとして期待されているス

マートメーターや M２M システムといった、新しいデータ通信システムの進展が見込まれてい

る。 

スマートメーターや M２M システムは、免許不要の無線システムを利用するものや、携帯

                                            
23 この他、追加周波数については世界無線通信会議（WRC-15）において周波数の特定について検討さ

れる予定である。 
24 ・第４世代携帯電話システムの普及により、今後周波数の逼迫状況に変化が生じるため、逼迫状況

に応じた周波数ごとの電波利用料の配分を設定しなおす必要がある。（四国放送） 

・３GHz 超などの高い周波数帯の利用が想定される第４世代携帯電話システムの場合は、その周波

数特性、高い周波数に対応した装置の開発や基地局等の設置に費用を要すること等を考慮した料

額及び配分比率の設定が必要。（NTT ドコモ） 

・第４世代携帯電話への割当が計画されている帯域は、固定衛星業務の無線局との共用の可能性が

あるため、携帯電話での利用が制限される場合には、料額負担を軽減するなどの措置を希望。ま

た、第４世代携帯電話に割り当てられた周波数の中にガードバンドを設ける必要がある場合には、

当該ガードバンドに対して利用料が課せられないよう考慮いただきたい。（KDDI） 
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電話等の免許を要する無線システムを利用するものがある。 

現行の電波利用料制度では、免許不要の無線システムを利用する場合、電波利用料は

課金されないが、携帯電話等の免許を要するシステムを使用する場合は、周波数幅に応じ

た課金の他、無線局数に応じた電波利用料（200 円／局）が課金される。 

スマートメーターや M２M システムについて、携帯電話等を利用するものの電波利用料に

ついては、 

① 電波の使用頻度が少ないことに鑑み、開発・普及を促進するためにも、無料又は

低廉な料額とすべき25 

② 電波の使用頻度等は、今後どのように変化するか分からないため、低廉な料額と

することは不適当である26 

との意見があった。 

意見では、携帯電話等を利用するスマートメーターや M２M システムなどについては、ICT

インフラとして普及を促進する観点から、電波利用料の負担を軽減すべきとするものが大多

数であり、戦略的に電波利用料の負担を大幅に引き下げることが適当である。 

その際、1（2）で述べた「無線局単位で課金しているｂ群についても、その負担分を周波数

幅に応じて課金」する中で、課題解決を図ることが適当である。 

ただし、M２M システムであっても常時映像を伝送する場合もありえることや携帯電話端末

                                            
25 ・M２M システムの開発と普及を促進し、産業競争力に資するために、当面、M2M システムに課す料

額は無料とすべき。（個人） 

・今後スマートメーター等の M２M システムが急激に増加することが想定されるが、電波利用料制

度がその導入の妨げにならないようにする必要があり、電波利用料を周波数帯域による電波利用

料徴収制度へ一本化するべきである。なお、無線局毎に電波利用料を徴収する従来型の電波利用

料制度を継続するのであれば、M２M システムについては従来の陸上移動局ではなく、新たな管理

方式（無線局種別）を創設し、電波利用料を減免して頂きたい。（UQ コミュニケーションズ） 

・スマートメーターや M２M システムなどが免許を要する無線局であるならば、周波数の占用によ

り受益が保証されることから、電波利用料を徴収すべき。ただし、当該システムによる通信が低

頻度であって周波数を占用する時間が小さくなる場合については、その通信特性を考慮し、料額

を安くすることは適当。（ケイ・オプティコム） 

・スマートメーターにおける通信は、一般の携帯電話と比べて、電波の利用量がかなり少ない。ま

た、スマートメーターの通信料は、月額数十円程度でなければ、費用面で厳しいため、スマート

メーターに組み込まれる１：Ｎ無線の通信装置の電波利用料は、電波の利用量の差を考慮するな

ど、携帯電話よりも減額した料金の適用をお願いする。（九州電力） 

・スマートメーターや M２M システムなどは変化の激しい ICT 分野なので、現行の電波利用料の負

担を等しく求めることは、今後の技術革新にとって重荷になり得る。（四国放送） 
26 ・スマートメーターや M２M システムの電波利用料額を安くすべきとの指摘は不適当。これらのシ

ステムは利用者の環境により、電波利用の時間や頻度が異なってくるものであり、現在は頻度が

少なくても、将来的にはどのように変化するかわからないため、このような利用者都合により料

額を決めた場合、公平性の確保が難しくなる。（中国放送） 

・スマートメーターや M２M などの新しいシステムについては、その電波利用状況を十分に精査し、

料金設定を行うべき。（テレビ岩手） 
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との区分の明確なルールを策定することは困難であるといった点から、包括免許の携帯電

話等の端末については、端末種別によらず同一の取扱いとすることを基本とすることが適当

である。 

 

（３）ホワイトスペースを活用する無線システム 

地上デジタル放送に使用されている周波数帯のホワイトスペースを活用するシステムの

導入が進んでいる。このような無線システムの料額について、特にエリア放送について料額

を減額すべきとの意見27があった。 

エリア放送などのホワイトスペースを活用する無線システムについては、優先順位の高い

無線局からの混信から保護されないことや、狭小なエリアや閉空間等で主に利用されるも

のであること等を踏まえ、現行の料額では、エリア放送では、こういった特性を考慮して電波

法の規定に基づき使用する周波数幅を 1/2 と見なした場合の料額28を適用することとしてい

るが、より低廉な料額となるよう検討することが適当である。 

また、例えば、2.5GHz 帯 BWA 帯域における 2545～2555MHz の 10MHz 幅は、平成 26 年

12 月末まで隣接帯域を使用している端末との干渉を防ぐため、屋外に基地局を設置するこ

とは出来ないなど、運用制限のある帯域や周波数を共用している帯域では、輻射方向・

EIRP の制限や、運用場所を屋内等に限定する等の制約が生じており、運用制限の無い帯

域とは経済的価値が異なることを勘案して検討することが適当である。 

 

 

 

 

                                            
27 ・ホワイトスペースを利用する２次利用の無線局のうち、優先利用の無線局（特定ラジオマイクの

無線局）に劣後する無線局（エリア放送を行う地上一般放送局等）に対する減額制度を検討して

いただきたい。（エリア放送開発委員会） 

・被災時・非常時等の利用に備えて平時から開設されるエリア放送や住民や利用者等の利便性向上

のために非営利で運用、または地方自治体が運用するエリア放送を行う地上一般放送局にかかる

電波利用料を免除または減額する制度を検討していただきたい。（エリア放送開発委員会） 

・ホワイトスペースを利用する２次利用の無線局のうち、1 次利用である基幹放送局の電波と OFDM

フレーム同期をとって干渉を減らす等の機能を備えて、更なる電波の有効利用を図ろうとする無

線局に対する電波利用料を軽減する制度を検討していただきたい。（エリア放送開発委員会） 
28 31,800 円（電波法別表第６備考第 10 号において、「この表をそのまま適用することにより同等の

機能を有する他の無線局との均衡を著しく失することとなると認められる無線局として総務省令で

定めるものについては、その使用する電波の周波数の幅をこれの二分の一に相当する幅とみなして、

同表を適用する」こととされている。当該措置の適用がない場合には、 使用する周波数幅が 5.7MHz

のフルセグ型では 96,300～2,609,500 円（設置場所によって異なる）、使用する周波数幅が 468kHz の

ワンセグ型では 31,800 円（当該措置の適用にかかわらず同額）。） 



 38

第４章 その他 

その他、電波利用料制度に関する検討課題29として、以下の項目について検討を行っ

た。 

① 電気通信事業者の設置する免許不要の無線 LAN 基地局に対する電波利用料徴

収の是非 

② 無線システムのグローバルな使用の進展を考慮した料額の在り方 

                                            
29 他の検討課題として以下のような意見もあった。 

・「3～6GHz」の帯域を含む人工衛星局には、本邦内に居住する利用者の需要に支障を与えない範囲

において、専ら本邦外の場所相互間の通信に使用されている帯域を有する局があり、当該帯域に

ついては、「電波の経済的価値の向上につながる事務（ａ群）」を要しないものと思料するため、

その形態に応じた算出方法としていただきたい。（スカパーJSAT） 

・免許人は退出を求められた際に要求したい補償額をあらかじめ宣言し、その額に比例して毎年利

用料を支払うという方式についても検討すべき。（個人） 

・電波利用に市場価格を導入するため、第１に新規割当にオークションを導入して正当な代価支払

を実現し、第２に既存利用者に対し、電波の経済的価値に対応する賃貸料を賦課すべき。（個人） 

・アマチュア無線局などは、徴収費用や事務手続きの軽減のため、免許期間内の一括前納制度を前

提にした電波利用料の減額によるインセンティブをセットにし、行政の効率化を図る検討を行う

べき。また、免許期間内における無線局の廃止に関しても還付請求が可能な制度設計とすべき。

（個人） 

・期間の途中で無線局を廃局した場合には、残期間に相当する電波利用料を還付する制度の導入を

希望する。（スカパーJSAT） 
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（１）電気通信事業者の設置する免許不要の無線 LAN 基地局に対する電波利用料徴収の是非 

現在、免許不要の無線局からは、電波利用料を徴収していない。一方、免許不要の無線

LAN については、2.4GHz 帯に約 100MHz 幅、５GHz 帯に約 400MHz 幅が無線 LAN 基地局

として利用可能となっており、携帯電話等の無線システムに流すべきトラヒックをオフロード

することにより携帯電話事業者等は一定の恩恵を受けていると言える。 

このような電気通信事業者の設置する免許不要の無線 LAN 基地局に対する電波利用

料徴収の是非について、 

① ある特定の利用者のみ電波利用料を徴収するべきではない30 

② 今後、通信トラフィックが増大し、電波利用共益費が発生することも考えられるため、

電波利用料を徴収するべき31 

との意見32があった。 

電気通信事業者の設置する、免許不要の無線 LAN 基地局に対する電波利用料徴収に

ついては、他の免許不要局との公平性や電気通信事業者間の公平性の観点、さらには料

額に対する徴収コストなどを踏まえると現状においては電波利用料の課金を検討することは

時期尚早である。 

 

                                            
30 ・免許不要局は、技術の一層の発展と国民利便の向上に資するために、これまで通り、利用料徴収

の対象とすべきでない。（個人） 

・営利目的であれば電波利用共益事務による受益を受けているという観点から、本来電波利用料を

公平に負担するべきと思われるが、一様に電波利用料を徴収することで、すでに社会インフラの

中に浸透した無線 LAN や RFID システムの利用促進に歯止めをかけかねない（四国放送） 

・現在普及している無線 LAN を使用する機器類は、ICT 社会の確立への貢献が期待されるという観

点から、新しいワイヤレス産業創出の芽を摘むことが無いようにする必要があり、また、無線 LAN

は、携帯電話トラヒックのデータ・オフロードの手段として利用され、電波有効利用に貢献して

いることから、電波利用料負担の検討対象としないことを強く要望する。（情報通信ネットワーク

産業協会） 

・対象を電気通信事業者が設置する無線 LAN に限定することは、同じ帯域を利用しているにもかか

わらず課金される局と課金されない局が存在することになり、受益者全体で電波利用料を負担す

るという公平性を著しく欠いている。（イー・アクセス） 

・電波利用料は無線 LAN 等の免許及び登録を要しない無線局から徴収するべきではない。電波利用

料の徴収は、ある特定の利用者のみから徴収するといったようなアンバランスな制度ではなく、

受益者全体で負担する公平性を担保しなければならない。（ソフトバンク、イー・アクセス、

Wireless City Planning） 
31 ・今後、無線での通信トラフィックが増え、更なる電波共益費用が発生する可能性があります。無

線 LAN 基地局にも一定の基準の下で電波利用料を徴収する方式を検討するべき。（中京テレビ放

送） 
32 関係する意見として以下のような意見もあった。 

・営利目的の場合と非営利の場合を区分し徴収することが必要。（広島テレビ放送） 
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（２）無線システムのグローバルな使用の進展を踏まえた料額設定の在り方 

常時ローミングにより、我が国で電波利用料が課されている携帯電話端末が海外で使用

される場合や、逆に電波利用料を課されない海外の端末が我が国で使用される場合が想

定されるが、このようなグローバルな端末の使用を我が国の国際競争力に及ぼす影響があ

るとの意見33があった。 

このような意見も踏まえ、第 3 章 1（2）で述べた「無線局単位で課金しているｂ群について

も、その負担分を周波数幅に応じて課金」する中で、合わせて課題解決を行っていくことが

適当である。 

 

 

 

 

                                            
33 ・グローバルな端末の使用については、国際競争力を損なわないよう慎重な検討が必要。（テレビ

岩手） 

・携帯電話端末が自国の通信事業者の端末であるならば自国の制度に従い電波利用料を負担するこ

とは妥当であるが、他国の通信事業者の端末に対し自国の制度を当てはめるのは不適当。（四国放

送） 
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おわりに 

「電波利用料の見直しに関する検討会」では、次期（平成 26～28 年度）電波利用料の在り方に

ついて、無線局免許人等から意見募集やヒアリングを通じて、広く検討課題を募り、その基本方針

について検討を行った。 

次期においては、第４世代移動通信システムの実用化やスマートメーターや M２M システムとい

った新しいデータ通信システムの進展などが見込まれる等、今後の技術革新や利用動向の変化

も踏まえながら、検討を行ったものである。 

本報告書の考え方をもとに、具体的な料額が算定され、広く関係者の理解を得て制度整備に

反映されることを期待したい。 
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電波利用料の見直しに関する検討会 開催要綱 

 

１ 目 的 

電波利用料制度は、電波監視等の電波の適正な利用の確保に関し、無線局全体の受益を直接の

目的として行う事務の費用（電波利用共益費用）を受益者である無線局の免許人等に公平に負担

を求める制度として平成５年４月に導入されたものであり、電波法附則第 14 項に基づき、少なくとも３

年ごとに見直すこととされている。 

本検討会は、昨今の無線通信システムの急速な普及や新しい電波利用の急速な拡大、さらには我

が国の電波ビジネスの一層の活性化や国際競争力の強化の必要性等を踏まえ、平成 26 年度から

28 年度までに適用する次期電波利用料について、見直しの基本方針を検討することを目的とする。 

 

２ 名 称 

本検討会は、「電波利用料の見直しに関する検討会」と称する。 

 

３ 検討事項 

(１) 次期電波利用料の歳出規模の考え方 

(２) 電波利用料額の見直しの基本方針 

(３) その他 

 

４ 構成及び運営 

(１) 本検討会は、総務副大臣（情報通信担当）及び総務大臣政務官（情報通信担当）の検討会とし

て開催する。 

(２) 本検討会の構成員は、別紙のとおりとする。 

(３) 本検討会に座長及び座長代理を置く。 

(４) 座長は構成員の互選により定め、座長代理は構成員の中から座長が指名する。 

(５) 本検討会は、座長が運営する。 

(６) 座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは、その職務を代行する。 

(７) 本検討会は、必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができ

る。 

(８) その他、本検討会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開について 

(１) 本検討会の議事は、特段の事情がある場合を除き公開を原則とし、透明性の確保に努める。 

(２) 座長が必要性を認める場合は、非公開とすることができる。 

(３) 本検討会の会議については、原則として、議事要旨を作成し、公開する。 

 

６ 開催期間 

  本検討会の開催期間は、平成 25 年８月までを目途とする。 

 

７ 庶務 

  本検討会の庶務は、総合通信基盤局電波部電波政策課電波利用料企画室において行う。  
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別紙 

 

「電波利用料の見直しに関する検討会」 構成員 一覧 

（敬称略、五十音順） 

 

飯塚 留美    一般財団法人マルチメディア振興センター  
電波利用調査部 研究主幹 

北 俊一 株式会社野村総合研究所 上席コンサルタント 

関根 かをり 明治大学 理工学部 教授 

高田 潤一 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

多賀谷 一照    獨協大学 法学部 教授 

土井 美和子 株式会社東芝 研究開発センター 首席技監 

林 秀弥      名古屋大学大学院 法学研究科 教授 

森川 博之 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

柳川 範之     東京大学大学院 経済学研究科・経済学部 教授 

湧口 清隆      相模女子大学 人間社会学部 教授 

吉川 尚宏     A.T.カーニー株式会社 パートナー 
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検討会開催状況 

 

第１回（平成 25 年３月４日） 

-電波利用料の制度の現状について 

-電波利用料の見直しに関する意見募集について 

 

＜パブリックコメント（平成 25 年３月６日～平成 25 年４月５日）＞ 

 

第２回（平成 25 年４月５日） 

-構成員からのプレゼンテーション 

 

第３回（平成 25 年４月 22 日） 

-意見提出者（携帯電話事業者等）からのヒアリング 

-意見募集の結果 

 

第４回（平成 25 年５月 13 日） 

-意見提出者（放送事業者、固定通信事業者等）からのヒアリング 

 

第５回（平成 25 年５月 27 日） 

-意見提出者（地方自治体、メーカー）からのヒアリング 

 

第６回（非公開会合） 

-論点整理 

 

第７回（平成 25 年７月１日） 

-論点整理 

 

第８回（平成 25 年７月 12 日） 

-論点と考え方について 

 

第９回（平成 25 年７月 26 日） 

-電波利用料の見直しに関する基本方針について 

 

＜パブリックコメント募集（平成 25 年８月８日～平成 25 年８月 23 日）＞ 

 

第 10 回（平成 25 年○月○日） 

 

 


